
歳入
■自主財源　
　地方公共団体が自らの権能に基づ
いて自主的に収入するもの
■依存財源　国や県の意思決定に
基づき収入されるもの
■市税　市民税や固定資産税など
市民の皆さんからの税金
■その他　分担金、負担金、使用料、
手数料、繰越金、諸収入など
■地方交付税
　地域ごとの状況の違いを調整する
ため国税の一部から交付されるお金
■国庫・県支出金
　特定事業に対し国・県から使いみ
ちを指定して交付されるお金
■繰入金　基金から一般会計に組み
入れるお金
■市債　長期間利用される市の施設
をつくるためなどに借り入れるお金

歳出
■義務的経費
　人件費、扶助費、公債費を合わせ
た、毎年必ず支出が必要となる費用
■人件費
　職員の給料や退職金などの費用
■扶助費　保育所の運営、生活保護、
子どものための手当て、医療費の援助
などの費用
■公債費　過去の借入金に要する返
済のための費用
■普通建設事業費
　道路工事や施設などを建設する事
業に要する費用
■物件費　消耗品や備品などに要す
る経費、委託料、光熱水費など
■補助費等　公益的な事業などに対
しての補助金や負担金など
■繰出金　一般会計から特別会計な
どに支出する経費

の
削
減
な
ど
、
メ
リ
ハ
リ
を
効
か

せ
た
歳
出
の
重
点
化
、
効
率
化
を
図

り
、「
安
心
・
安
全
の
癒
し
の
里
」

の
実
現
を
加
速
さ
せ
る
た
め
、
市
民

目
線
で
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
し
て
い
く
効
果
的
な
予
算
編
成

と
し
ま
し
た
。

予
算
の
規
模

　
一
般
会
計
予
算
は
、
平
成
27
年
度

当
初
予
算
と
比
べ
て
５
・
６
％
増
の

３
０
５
億
８
０
０
万
円
で
す
。

■
歳
入

　
主
要
な
財
源
の
市
税
で
は
、
市

民
税
と
固
定
資
産
税
の
増
収
を
見

込
み
、
前
年
度
比
３･

２
％
増
の

51
億
６
３
２
８
万
円
を
計
上
し
ま
し

た
。
国•

県
な
ど
の
特
定
財
源
と
地

方
交
付
税
な
ど
を
加
え
て
も
不
足

す
る
財
源
は
、
将
来
の
健
全
な
財

政
運
営
を
検
証
し
、
地
方
交
付
税
の

グ
ラ
フ
で
見
る
当
初
予
算

の
魅
力
を
よ
り
一
層
ア
ピ
ー
ル
し
、

地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
移
住
施

策
を
推
進
し
ま
す
。

　
支
え
合
い
安
心
・
安
全
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
交
通

対
策
と
し
て
「
き
く
ち
あ
い
の
り
タ

ク
シ
ー
」
を
七
城
地
域
へ
新
た
に
導

入
す
る
な
ど
、
各
地
域
の
交
通
エ
リ

ア
を
拡
大
し
ま
す
。
ま
た
、
運
行
日

や
運
行
時
間
を
一
部
変
更
す
る
こ
と

で
、
中
山
間
地
域
と
市
街
地
を
結
ぶ

市
民
の
利
便
性
を
よ
り
向
上
さ
せ
、

地
域
に
密
着
し
た
交
通
体
系
づ
く
り

に
取
り
組
み
ま
す
。

　
そ
の
他
、
き
く
ち
情
報
発
信
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
、
地
域
お
こ
し
・
地
域
づ

く
り
（
一
体
感
醸
成
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
、
文
教
菊
池
再
興
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
、
循
環
型
社
会
モ
デ
ル
都
市
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
、
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
行
政
改
革
に
基
づ
い
た
行
政
経
費

歳入右の円グラフは、平
成28年度当初予算
の「歳入」「歳出（目
的別・性質別）」を表
しています。

総額305億800万円

地方債
51億 8,360 万円
17.0%

県支出金
24億 2,410 万円
7.9%

国庫支出金
44億 1,341 万円
14.5%

地方交付税
78億円
25.6%

地方譲与税等
14億 4,060 万円
4.6%

その他
40億 8,301 万円
13.4%

市税
51億 6,328 万円
16.9%

依存財源
69.7%

自主財源
30.3%

振
り
替
え
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策
債

7
億
３
６
０
０
万
円
の
発
行
と
、
財

政
調
整
基
金
を
19
億
７
９
０
０
万
円

取
り
崩
す
こ
と
に
し
ま
し
た
。

■
歳
出

　
主
に
合
併
特
例
事
業
債
を
活
用

し
、
地
域
振
興
、
活
性
化
の
た
め

の
財
源
に
で
き
る
地
域
振
興
基
金

の
積
立
金
12
億
７
６
１
５
万
円
を

前
年
度
に
引
き
続
き
計
上
。
普
通

建
設
事
業
は
、
庁
舎
等
整
備
事
業

や
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
な

ど
に
よ
り
、
前
年
比
22･

３
％
増
の

55
億
３
１
４
５
万
円
を
計
上
し
ま
し

た
。

　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
分
か
り
や
す
い

「
市
民
向
け
予
算
説
明
書
」
を
掲
載

し
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。
平
成

28
年
度
予
算
書
は
財
政
課
で
閲
覧
で

き
ま
す
。
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当
初
予
算
が

　 

決
ま
り
ま
し
た

　
本
年
度
は
、
安
心
・
安
全
の
「
癒

し
の
里
き
く
ち
」
を
目
指
し
て
さ
ら

に
事
業
推
進
を
図
り
ま
す
。
成
果
を

よ
り
確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
、
予

算
の
選
択
と
集
中
と
と
も
に
、
国
の

地
方
創
生
の
支
援
を
受
け
て
、
地
方

創
生
加
速
化
交
付
金
や
地
方
創
生
推

進
交
付
金
を
活
用
し
た
事
業
に
取
り

組
み
ま
す
。

　
本
市
に
関
わ
る
全
て
の
人
と
連
携

し
、「
ま
ち
づ
く
り
・
ひ
と
づ
く
り
・

し
ご
と
づ
く
り
」
に
取
り
組
む
た
め

の
施
策
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

予
算
の
概
要

　
貴
重
な
自
主
財
源
で
あ
る
市
税

は
、
税
収
全
体
で
見
る
と
若
干
の
伸

び
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
し
か
し
、
少

子
高
齢
化
が
進
み
生
産
年
齢
人
口
の

減
少
が
推
測
さ
れ
る
た
め
、
永
続
的

「
菊
池
市
第
２
次
総
合
計
画
前
期
基
本
計
画
」
に
基
づ
く
重
点
的
な
施
策
と

第
三
次
行
政
改
革
大
綱
に
よ
る
行
財
政
改
革
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
、

事
業
効
果
を
重
視
し
た
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

問
財
政
課
　
☎
０
９
６
８（
25
）７
２
０
５

平成28年度

な
税
収
の
増
加
は
見
込
め
な
い
状
況

で
す
。

　
地
方
交
付
税
の
合
併
に
よ
る
優
遇

期
間
が
終
了
し
、
段
階
的
な
縮
減
が

始
ま
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
少
子
高

齢
社
会
の
進
行
や
厳
し
い
雇
用
情
勢

を
背
景
に
社
会
保
障
費
が
年
々
増
加

し
て
い
ま
す
。
厳
し
い
財
政
状
況
が

予
想
さ
れ
る
な
か
、
本
市
の
目
指
す

「
安
心
・
安
全
の
癒
し
の
里
」
実
現

に
向
け
、「
経
済
の
活
性
化
の
仕
組

み
づ
く
り
」「
住
み
や
す
さ
日
本
一

の
菊
池
づ
く
り
」
の
二
つ
の
大
き
な

柱
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

■
経
済
の
活
性
化
の
仕
組
み
づ
く
り

　
儲
か
る
農
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し

て
、
本
市
独
自
の
認
証
制
度
で
あ
る

農
産
物
の
安
全
・
安
心
な
栽
培
基

準
「
菊
池
基
準
」
の
取
り
組
み
の
拡

大
に
よ
り
「
環
境
王
国
菊
池
市
」
の

確
立
を
図
り
ま
す
。
ま
た
、
菊
池
米

を
ブ
ラ
ン
ド
米
と
し
て
確
立
す
る
た

め
、
12
月
に
本
市
で
開
催
す
る
「
第

18
回
米
・
食
味
分
析
鑑
定
コ
ン
ク
ー

ル
国
際
大
会
」
を
通
し
て
「
米
ど
こ

ろ
菊
池
」
を
全
国
に
発
信
し
ま
す
。

　
観
光
戦
略
「
癒
し
の
里
」
構
築

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
観
光
情
報
の
提

供
、
観
光
資
源
の
開
発
・
活
用
、
サ
ー

ビ
ス
の
向
上
や
地
域
イ
ベ
ン
ト
の
実

施
な
ど
を
効
率
的
・
効
果
的
に
進
め

る
た
め
、
本
市
の
実
情
に
応
じ
た
組

織
づ
く
り
に
向
け
た
取
り
組
み
を
行

い
ま
す
。

■
住
み
や
す
さ
日
本
一
の

　
菊
池
づ
く
り

　
定
住
促
進
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し

て
、
移
住
・
定
住
を
促
進
す
る
た
め

に
、
空
き
家
・
空
き
地
情
報
活
用
制

度
に
よ
る
登
録
物
件
を
充
実
さ
せ
て

い
き
ま
す
。
移
住
フ
ェ
ア
や
お
試
し

体
験
ツ
ア
ー
の
開
催
、
独
身
者
へ
の

交
流
機
会
の
提
供
を
通
し
て
、
本
市

歳出（目的別） （性質別）

総額305億800万円

民生費
94 億 8,153 万円
31.1%

商工費
4 億 8,482 万円
1.6%

議会費
2 億 540 万円
0.7%

その他
3,000 万円
0.1%

農林水産業費
22 億 7,076 万円
7.4%

土木費 
30 億 6,005 万円
10.0%

公債費
31 億 5,118 万円
10.3% 総務費 

54 億 6,400 万円
17.9%

教育費
35 億 238 万円
11.5%

衛生費
21 億 264 万円
6.9%

消防費
7 億 5,524 万円
2.5%

扶助費
58 億 6,543 万円
19.2%

人件費
41 億 476 万円
13.5%

公債費
31 億 5,118 万円
10.3%

普通建設事業費等
55 億 4,145 万円
18.2%

物件費
37 億 2,121 万円
12.2%

補助費等
39 億 7,654 万円
13.0%

繰出金
23 億 8,910 万円
7.8%

積立金
15 億 3,551 万円
5.0%

維持補修費 
1 億 4,096 万円
0.5%

その他
8,186 万円
0.3%

義務的
経費
43.0%

投資的
経費
18.2%

その他の
経費
38.8%
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